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第１ 総 括 

 

 令和５年度の日本経済は、５月に新型コロナウイルス感染症の位置付けが５類に変更され、社会経済活

動が正常化されたが、ウクライナ戦争の長期化や堅調な米国経済がもたらす大幅な円安の進行などによる

物価上昇が個人消費の停滞につながった。一方では、大企業を中心に、燃料や原材料価格の高騰によるコ

スト増をきっかけとした価格転嫁や、大幅な賃上げなどの前向きな動きも見られた。 

 

県内経済においては、令和６年５月に日本銀行福島支店が公表した福島県金融経済概況によれば「一部

に弱めの動きがみられるものの、緩やかに持ち直している」との判断が示されたところであるが、特に中

小企業や小規模事業者にとっては、物価上昇に伴う仕入れコストや賃上げに見合う価格転嫁が十分に進ん

でいないほか、人手不足もますます深刻化しており、本格化している新型コロナ対策の無利子・無担保融

資の返済と併せて、引き続き厳しい経営環境が続いている。 

 

このような中、当センターでは様々な経営課題を抱える中小企業等に対し、当センター内はもとより他

の支援機関とも連携して相談対応と課題解決に取り組んだほか、収益力改善や再チャレンジまで各フェー

ズに合わせた支援を展開した。さらに、再生可能エネルギーや水素、環境リサイクル分野での新しい産業

の創出や、県内地域の社会的課題の解決を目的とした創業者支援のほか、新たに先進技術等の分野におい

て起業を目指すスタートアップに対する支援を実施した。また、設備投資や受発注のマッチングによる経

営基盤の強化支援や、人材の確保、育成に向けた支援、公の施設の管理運営を継続して行った。 

 

  令和５年度の各事業実績の概要について、次のとおり報告する。 
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第２ 事業体系 
    

                                

           １ 次世代産業等の育成支援 

           （１）再生可能エネルギー産業集積・育成事業 

         拡充（２）創業促進支援事業  

           ２ 知的財産戦略の支援 

           （１）産業財産権取得支援事業 

           ３ 技術革新・研究開発の支援 

           （１）ふくしま産業応援ファンド事業 

           （２）競争的研究資金獲得支援事業 

 

 

           １ 経営課題の解決支援 

           （１）経営支援プラザ等運営事業 

           （２）よろず支援拠点事業 

           （３）事業承継・引継ぎ支援事業 

           （４）プロフェッショナル人材戦略拠点事業 

           （５）デジタル化促進支援事業 

           ２ 中小企業の再生支援 

           （１）中小企業再生支援事業 

           （２）産業復興相談センター事業 

 

 

           １ 設備投資の支援 

           （１）機械貸与事業 

           ２ 取引先の拡大支援 

           （１）取引先拡大支援事業 

           （２）上海拠点運営事業 

           ３ 被災事業者等の資金支援 

（１）被災中小企業施設・設備整備支援事業 

（２）原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」貸付事業 

           （３）自立・帰還支援雇用創出企業立地補助事業基金管理事業 

           （４）被災中小企業災害復旧資金利子補給助成事業 

（５）新型コロナウイルス対策利子補給支援事業 

 

 

           １ 産業人材の育成・確保支援 

           （１）産業人材育成支援事業 

           （２）プロフェッショナル人材戦略拠点事業（再掲） 

           ２ デジタル化の促進支援 

           （１）デジタル化促進支援事業（再掲） 

            

 

           １ 公の施設の管理運営 

（１）福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）の管理運営 

           （２）福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ 

（コラッセふくしま会議室）の管理運営 

           （３）福島県ハイテクプラザ（一部）の管理運営

Ⅰ 新たな産業の創出・技術革新支援 

公

益

目

的

事

業

会

計

１ 

Ⅱ 経営課題へのワンストップ総合支援 

Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援 

Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 

公

益

目

的

事

業

会

計

２ 

Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進 

福
島
県
の
産
業
振
興
⽀
援 
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第３ 事業概要 

Ⅰ 新たな産業の創出・技術革新支援 

1 次世代産業等の育成支援 

(１)  再生可能エネルギー産業集積・育成事業  

① エネルギー・エージェンシーふくしまの運営 

［１４０，３６７千円（うち福島県受託金：１３９，８３８千円、企業等負担金：５２９千円）］ 

本県が「再生可能エネルギー先駆けの地」を目指して、再生可能エネルギー関連産業分野にお

いて企業数、雇用者数、生産額等を日本のトップクラスに押し上げるために、「エネルギー・エ

ージェンシーふくしま」が核となってネットワークの構築、新規参入、人材育成、研究開発、事

業化、販路拡大、海外展開を総合的・一体的に支援した。 

ア 福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会の運営 

１,０１０の企業・団体等（令和５年度末現在）からなる研究会の運営を通じ、企業間のネ

ットワークを構築し、分科会（太陽光、風力、バイオマス、エネルギーネットワーク、水素）

の開催等による情報共有、新規参入を図った。 

 

・ 研究会・分科会の開催状況 

研究会全体会 １回 

企画運営委員会 １回 

分科会   

 太陽光分科会 ３回（セミナー、マッチング） 

 風力分科会 ３回（セミナー、現地見学、マッチング） 

 バイオマス分科会 ３回（セミナー、現地見学） 

 エネルギーネットワーク分科会 ３回（セミナー、現地見学） 

 水素分科会 ３回（セミナー、現地見学、マッチング） 

 

イ 再エネ関連産業新規参入企業の発掘 

再生可能エネルギー関連産業の集積や持続的な発展を進めるために、再生可能エネルギーに

関する技術を有しているにも関わらず、そのポテンシャルに気づいていない企業の掘り起こし

を実施した。 

 

新規参入の発掘企業数 ２０社 

 

ウ 再エネ人材育成伴走支援 

再生可能エネルギー関連産業に参入するためには欠かせない人材の育成を支援するため、そ

れぞれの企業が有する課題に応じた研修や技術指導について伴走支援を行った。 

 

伴走支援企業数 １６社 
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エ 再エネ事業化伴走支援 

・ 事業化案件の創出 

福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会の会員で構成される事業化ワーキンググ

ループを設置して、事業化に向けた取組を支援した。 

 

令和５年度に活動した事業化ワーキンググループ ６グループ 

ａ 福島県・独ＮＲＷ州木質バイオマスガス化ワーキンググループ（バイオマス） 

ｂ ふくしま風力発電関連産業事業化ワーキンググループ（風力） 

ｃ ふくしまスマートコミュニティ・コンソーシアム（エネルギーネットワーク） 

ｄ チームやぶき 水素関連産業新規参入ワーキンググループ（水素） 

ｅ サステナブル・ソーラーふくしま（太陽光） 

ｆ 福島県地中熱協同組合（地中熱） 

 

・ 事業化支援 

将来更なる事業拡大を考えている企業を対象に、事業化に向けての課題を整理するととも

に、市場ニーズの把握、ビジネスプランの策定・進捗管理、技術開発、製品化、販路拡大ま

でを一体的に支援した。 

 

事業化支援企業数 ３２社 

 

・ 補助金管理 

県が再エネの事業化に向けて実施した以下の補助事業について、事業の進捗や補助金の執

行状況の管理を行った。 

 

ａ 再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業（１２事業） 

ｂ 福島再生可能エネルギー研究所最先端研究・拠点化支援事業（２事業） 

 

オ 再エネ販路拡大支援（首都圏及び海外展示会出展） 

・ 首都圏展示会 

ａ 第１８回再生可能エネルギー世界展示会＆フォーラム 

令和６年１月３１日～２月 ２日 東京都（東京ビッグサイト） 

ｂ スマートエネルギーＷｅｅｋ２０２４（春） 

令和６年２月２８日～３月 １日 東京都（東京ビッグサイト） 

県内出展数 ８企業・団体 

 

・ 海外展示会 

ａ ＨＵＳＵＭ Ｗｉｎｄ ２０２３ 

令和５年９月１２日～１５日 

   ドイツ・シュレースヴィヒ＝ホルシュタイン州フーズム市 

   県内出展数 ２企業 
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ｂ Ｅ－ｗｏｒｌｄ Ｅｎｅｒｇｙ ＆ Ｗａｔｅｒ ２０２４ 

令和６年２月２０日～２２日 

   ドイツ・ノルトライン＝ヴェストファーレン州エッセン市 

   県内出展数 ３企業 

 

上記のような事業化に向けた取組を継続してきた結果、令和５年度におけるエネルギー・エー

ジェンシーふくしまの支援による成約は、６１件に達した。 

 

② 福島県エネルギー・環境・リサイクル関連産業推進委託業務 

 ［１４，１６４千円（うち福島県受託金：１４，１３２千円、負担金：３２千円）］ 

「福島イノベーション・コースト構想」の重点分野として掲げられている「エネルギー・環

境・リサイクル」について、関連産業の集積と事業化を推進する取組を行った。 

ア ふくしまエネルギー・環境・リサイクル関連産業研究会の運営 

１９９の企業・団体等（令和５年度末現在）からなる研究会の運営を通じて企業間のネット

ワークを形成するとともに、会員の技術基盤の強化に努めた。 

・ 研究会等の開催 

第１回研究会     ７月１９日 郡山商工会議所 

第２回研究会     ２月 ９日 郡山商工会議所 

特別セミナー     １月２９日 郡山商工会議所 

第１回企画推進委員会 ７月１３日 オンライン開催 

第２回企画推進委員会 ３月２６日 オンライン開催 

・ 会員に対する情報提供 

研究会の活動内容等について広く情報発信することを目的に研究会のホームページを更

新するとともに、メルマガを発行した。 

イ 事業化ワーキンググループの支援 

県内企業による新技術、新製品、ビジネスモデルを創出するためのワーキンググループを設

置し、新たな事業化に向けた取組を支援した。 

 

令和５年度に活動した事業化ワーキンググループ ３グループ 

ａ ふくしま太陽光パネルリサイクル事業化ワーキンググループ 

ｂ メタン発酵システムによる消化液の有効利用ワーキンググループ 

ｃ 農業廃棄物（もみ殻）・農業未利用資源（稲わら）からのバイオマス利用ワーキング

グループ 

 

③ 郡山市水素ビジネスネットワーク形成支援業務委託 ［１９６千円（郡山市受託金）］ 

郡山市と連携して、市内企業の水素を中心とした再生可能エネルギーや脱炭素化の取組状況

をこおりやま広域圏内の企業から聴取して研究機関等への橋渡しを行うとともに、郡山市が取

り組む国際都市地域間協力プログラムに基づく新たなネットワークの構築を支援した。 
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④ 福島県風力メンテナンス推進事業委託業務 ［９，２２６千円（福島県受託金）］ 

本県に風力メンテナンス拠点を構築することを検討するために、「ふくしま風力Ｏ＆Ｍ推進協

議会」を９月、１２月、３月の３回開催した。 

また、人材育成の取組の一環として社会人向け人材育成セミナーを開催したほか、テクノア

カデミー会津及び浜の生徒を対象に風力メンテナンスに必要な基礎講座を開講した。 

さらに、県立工業高校を対象とした基礎講座（出前講座）を試験的に１校で実施した。 

併せて、国内の風力先進地の取組状況について調査を実施するために、青森県と長崎県の風

力関連施設等を訪問した。 

 

⑤ ＲＥＩＦふくしま２０２３セミナー等実施業務 

 ［３，８２０千円（株式会社電通東日本福島営業所受託金）］ 

県内企業はもとより国内外の再生可能エネルギー関連企業等の出展者に対して情報の発信や

商談・交流の場を提供するために、「ふくしま再生可能エネルギー産業フェア（ＲＥＩＦふくし

ま２０２３）」を開催した。 

開催期間中は、各種セミナーやビジネスマッチングを実施するとともに、再生可能エネルギ

ーや水素に関連する相談窓口を設置した。 

・ 開催日時  １０月１２日～１３日 

・ 開催場所  郡山市：福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま） 

・ 来場者数  ３，２８０人 

 

⑥ 「風力発電の維持管理等の技術開発・人材育成拠点の形成」に係る人材育成拠点機能の形成事

業 ［３，３４４千円（国立研究開発法人産業技術総合研究所受託金）］ 

先進的な風力発電に関するＯ＆Ｍ技術開発の推進に向けて、それらを担う人材の育成を行う

ため、国立研究開発法人産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所と連携して、風力

Ｏ＆Ｍへの参入を目指す企業を対象としたワークショップを開催（９月と１月の２回）すると

ともに、海外の風力Ｏ＆Ｍ改善技術に関する調査を実施した。 

 

⑦ 福島県海外連携交流事業（有望企業等招聘事業） ［５，１７０千円（福島県受託金）］ 

海外先進地の知見や技術の吸収、福島発の技術・製品の輸出を実現するため、県が連携覚書を

締結している海外の企業等を招聘し、先進的な技術・製品の情報提供や企業間連携に向けたマ

ッチングの機会を提供した。 

 

「ＲＥＩＦふくしま２０２３」への招聘企業 ８企業 

ドイツ・ノルトライン＝ヴェストファーレン州：３企業 

ドイツ・ハンブルク州：２企業 

スペイン・バスク州：３企業 

 

⑧ ２０２３年度被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業にかかるプ

ロジェクト支援業務 ［８，３０１千円（国立研究開発法人産業技術総合研究所受託金）］ 

東日本大震災の被災地（本県１５市町村）に所在する企業に対して、国立研究開発法人産業技
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術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所が実施してきた技術支援に加え、被災地企業等が

これまで研究開発した技術シーズによる、再生可能エネルギー関連製品の事業化に向けて必要

となる知的財産や標準化戦略などのアドバイスや、事業化に向けた中長期的な事業計画の策定

支援を実施した。 

 

コンソーシアム型  ５件 

個別型   ６件 

  

⑨ 福島県海外連携交流事業（海外事業化支援） ［６，６３４千円（福島県受託金）］ 

世界最大級の風力関連展示会である「HUSUM Wind 2023」及び欧州最大級のエネルギー関連展

示会である「E-world Energy & Water 2024」への県内企業等の出展を支援するとともに、現地

のコンサルティング会社と連携し、海外企業とのマッチングサポート及び展示会終了後のフォ

ローアップやアドバイスを行い、今後の海外展開について後押しをした。 

 

・ 県内出展企業数 

「HUSUM Wind 2023」：２企業 

「E-world Energy & Water 2024」：３企業 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 

エネルギー・エージェンシーふくしまの支援によ

る成約件数（件） 
 ６１  ３２ 

ＲＥＩＦふくしま２０２３の出展企業・団体数

（者） 
１９１ ２３０ 

活動 

福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会 
会員数（者） 

１，０１０ １，００７ 

相談対応等企業訪問件数（件） ８００ ８００ 
ＲＥＩＦふくしま２０２３の海外出展企業・団体

数（者） 
 ２４  ２０ 

 

 

(２)  創業促進支援事業 （拡充） 

① 創業スクール開催事業 ［４，７８５千円（福島県受託金）］ 

福島県内で起業しようとしている方を対象として、開業に必要な知識を習得してもらうため、

全県的に創業スクールを開催した。 

 

創業スクール 県内４方部（１方部につき８プログラム開催） 

 

② 地域課題解決型起業支援事業 ［６４，３９７千円（福島県補助金）］ 

「社会性」「事業性」「必要性」の観点を持って、地域の課題解決に資する社会的事業を支援

するため、新たに起業する際に必要な経費の一部を補助した。また、専門的な知識やノウハウを
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持つ「起業サポーター」を補助対象者に派遣し、伴走支援を実施した。 

 

新 ③ 創業支援ポータルサイト運営事業 ［５，００５千円（福島県受託金）］ 

起業者に向けた福島県内の最新の起業情報を集約し、ポータルサイトでイベント・助成金・起

業家インタビュー等の情報を発信するとともに、県内支援機関等と情報の共有を実施した。 

 

新 ④ 創業支援機関等ネットワーク強化事業 ［７，２９１千円（福島県受託金）］ 

県内の創業支援機関で構成される福島県インキュベート施設ネットワーク協議会を中心に、

創 業支援者のネットワーク強化を図るとともに、創業支援に実績のあるインキュベーションマ

ネージャーから支援のノウハウを学ぶ創業支援者向け研修を実施した。 

 

県内創業支援者スキルアップ研修の開催 ４回 

県内創業支援機関の機能強化に向けた調査業務の実施 ２回 

 

新 ⑤ テック系スタートアップ支援事業 ［１９，１５２千円（福島県受託金）］ 

独自の技術を活用して起業したテック系スタートアップを主な対象とした相談窓口を設置し、

技術分野の各種相談に対応するとともに、県内スタートアップや企業、大学等（アカデミア）を

訪問して技術調査を行い、連携可能性のある技術を持ったアカデミアやスタートアップ、企業

の間のマッチングを行った。また、企業や大学向けにテック系スタートアップセミナーを開催

した。 

 

内 容 実 績 

相談対応 スタートアップ、企業 １６０件 

アカデミア ２２件 

技術調査 スタートアップ、企業 ３２９件 

アカデミア ５１件 

スタートアップと企業間のマッチング ９件 

アカデミアへの企画提案（スタートアップや企業とのマッチング） １０件 

テック系スタートアップセミナー開催 ６回 

 
指 標 実 績 計 画 

重点 助成事業による起業数（件） ２９ ３０ 

活動 
応募件数（件） 創業助成金（地域課題） ５７ ５０ 

採択件数（件） ２９ ３０ 

その他 創業スクール受講者数（名） ４３（※） ８０ 

※ 受講申込者数５８名のうち、全課程を受講し修了証書を授与された者 
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2  知的財産戦略の支援 

(１)  産業財産権取得支援事業 

① 特許等調査・出願経費助成事業 [３，６７１千円（福島県補助金）] 

中小企業等が戦略性のある研究開発を行い、その成果に係る国内の産業財産（特許、実用新

案、意匠、商標）についての権利化を促進するため、特許等の調査経費、国内出願経費の一部を

助成した。 

・ 助 成件 数 ２２件（四法区分：特許１６件、商標６件） 

 （経費区分：調査のみ３件、出願のみ５件、両方１４件） 

 

② 中小企業等外国出願支援事業 [４，５６３千円（東北経済産業局補助金）] 

中小企業等の戦略的な外国への特許出願等を支援するため、外国への特許、実用新案、意匠登

録、商標登録にかかる各出願費用の一部を助成した。 

・ 助 成件 数 ８件（特許７件、意匠１件） 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 
助成事業による産業財産権の出願件数（件） 国 内 ２２ ２０ 

 外 国   ９ ※   ７ 

活動 

相談件数（件） 国 内 ４０ ４０ 

 外 国 ４２ ３０ 

助成金応募件数（件） 国 内 ２３ ２５ 

 外 国   ９ １０ 

助成金採択件数（件） 国 内 ２２ ２０ 

 外 国      ９ ※   ７ 

※ JETROへの紹介案件１件を含む 
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3  技術革新・研究開発の支援 

(１)  ふくしま産業応援ファンド事業 ［基金：５，０１０，０００千円］ 

 ［事業費：２７，４３７千円（うち基金運用益：１４，９５６千円、 

福島県補助金（市場調査・研究開発経費助成事業）：１２，４８１千円）］ 

① 製品開発・事業化推進経費助成事業 

中小企業等の自社製品や新技術の創出を促進するため、新製品・新技術及びその構想につい

て、研究開発・デザイン開発、事業可能性調査及び市場調査にかかる費用の一部を助成したほ

か、開発した新製品等の販路開拓にかかる費用の一部の助成を行った。 

○ 実績値 

 応募件数 交付決定件数 交付決定額 区 分 

令和５年度

第２回 
２２件 １６件 ３２，８１６千円

技術開発９件 

販路開拓７件 

令和６年度

第１回 
２５件 １５件 ３３，４６６千円

技術開発７件 

事業可能性等調査２件

販路開拓６件 

計 ４７件 ３１件 ６６，２８２千円  

 

○ 事業化案件 

採択年度 企業名 採択事業 

Ｒ３ ㈲飯田製作所 
ポリエーテルエーテルケトン(PEEK)材による精密切

削加工ギアの技術開発及び評価 

Ｒ４ ㈱朝日ラバー白河工場
医師の手技を客観評価可能な大腸内視鏡トレーニン

グ装置の開発 

Ｒ４ ㈱ケイ・エス・エム 
病院内「運搬」業務の効率改善を目的としてプロダ

クトの検証及び実証事業 

 

② 中小企業育成支援事業 

研究開発等に取り組む中小企業等の支援や研究会・協議会等を通じた開発型・提案型起業へ

の転換促進を図るセミナー等、産業支援機関が行う事業にかかる費用の助成を行った。 

○ 実績値 

応募件数 交付決定件数 交付決定額 

４件 ４件 ２，３４１千円

 

指 標 実 績 計 画 

重点 応援ファンド事業による製品開発等事業化件数（件）   ３  ６ 

活動 

相談件数（件） １１０ １００ 

応募件数（件）  ５１ ３５ 

採択件数（件）  ３５ ２４ 
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(２)  競争的研究資金獲得支援事業 

 ［１４２千円（うち東北経済産業局補助金：８５千円、自己財源：５７千円）］ 

 中小企業等が、保有する技術の高度化や新成長分野の製品開発に向けて取り組む研究開発を支

援するため、国等の公募型研究開発事業を活用する際の事業管理者として管理法人業務を行った。 

① 成長型中小企業等研究開発支援事業（Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業）（ＣＦＲＰ） 

 ［５９千円（東北経済産業局補助金）］（参考：補助金全体額 ３４，３１９千円） 

エンジンなどの切削工程ラインに用いる冶具の軽量化や高減衰化のため、治具の最適設計、

温間プレス成形で作製したＣＦＲＰ構造化部材の複合化、シミュレータ開発等により、軽量高

減衰治具の実現に取り組んだ。 

・ 研究テーマ：アウトオブオートクレーブによるＣＦＲＰ構造化部材からの軽量高減衰冶具の 

開発 

・ 事業期間：令和４年度～令和６年度 

・ 参画機関：丸隆工業株式会社 

       国立大学法人富山大学 

 

新 ② 成長型中小企業等研究開発支援事業（Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業）（セルロース） 

 ［２６千円（東北経済産業局補助金）］（参考：補助金全体額 ２４，８２２千円） 

植物由来「セルロース」の利活用を進めるため、先に実用化した低コスト・大量処理によるセ

ルロース抽出技術における脱臭・脱色の課題解決に向け、「連続式成分分離装置（洗浄装置）」の

開発に取り組んだ。 

・ 研究テーマ：セルロース純度向上とリグニンの選択的残存を目的とした省エネルギー・環境 

        配慮型の機械的洗浄手法の確立 

・ 事業期間：令和５年度～令和７年度 

・ 参画機関：トレ食株式会社、国立大学法人北海道大学 

 

新 ③ 成長型中小企業等研究開発支援事業（Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業）（共通状況図） 

 ［０千円（東北経済産業局補助金）］（参考：補助金全体額 ３８，９３７千円） 

災害時における全容を迅速に把握できるよう、ＡＩによる地物自動抽出技術を活用すること

で迅速なタイムラインで三次元データの共通状況図を作成し、関係機関が情報共有できるシス

テムの開発に取り組んだ。 

・ 研究テーマ：ＡＩ（深層学習）を活用した地物自動抽出技術を活用した広域災害における共 

        通状況図の研究開発 

・ 事業期間：令和５年度～令和６年度 

・ 参画機関：株式会社テラ・ラボ 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 競争的研究資金の獲得件数（件）   ７   ５ 

活動 
相談件数（件） ２２４ １００ 
うち外部資金獲得を目指す研究開発等支援件数（件）  １１  １０ 
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Ⅱ 経営課題へのワンストップ総合支援 

1  経営課題の解決支援 

(１)  経営支援プラザ等運営事業  

［１１４，７２３千円（うち福島県補助金：１１４，４９２千円、企業等負担金：２３１千円］ 

① 経営支援プラザの運営 

常設の相談窓口に４名のスタッフを配置し、プラザ窓口での相談や事業所へ出向いての相談

を通して助言を行うとともに、専門家の派遣等を行い、経営課題の解決を支援した。 

また、四半期毎に県内中小企業景気動向調査（ＤＩ調査）を実施し、その分析結果や県内企業

の経営に有用な情報をホームページやメールマガジンにより情報提供を行った。 

 

内容等 実 績 

窓口相談・現場相談 

 ・相談件数 759 件

情報の配信 

 
・配信回数（毎月１日、１５日） 年 24回発行

・配信件数 配信先数 2,265先 延べ36,178件

県内中小企業景気動向調査（ＤＩ調査） 

 ・調査回数（６月、９月、１２月、３月） 年4回

 

② 専門家派遣制度 

ア 一般枠 

創業や経営の向上等を図る中小企業等が抱える様々な課題に対し、高度な専門的知識を有す

る専門家による診断・助言を通じて迅速な解決を図り、地域経済の活性化を担う中小企業等の

順調な成長・発展を支援した。 

・ 専門家派遣回数   ３５回（１０企業） 

イ 経営強化・復興・事業承継・事業者ＢＣＰ枠 

取引先金融機関から融資継続のための経営改善計画等の策定、原子力災害からの復興、事業

承継又は事業継続計画等に課題を抱えている中小企業等に対し、高度な専門的知識を有する専

門家による診断・助言を通じて迅速な課題解決に向けた支援を行った。 

・ 専門家派遣回数   １０９回（２９企業） 

ウ 「中小企業１１９」専門家派遣事業（中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業） 

中小企業庁が運営する「中小企業１１９」を活用し、中小企業等が抱える経営課題について、

それぞれの課題に対応した専門家を派遣して支援を行った。 

・ 専門家派遣回数   ４回（１企業）  

― 12 ―



○ 業種・支援内容別専門家派遣回数 

支援内容

 
業種 

派遣 

回数 

支援内容内訳 

経営 

革新 

雇用 

労務 

事業 

承継 
創業 

売上 

拡大 

生産性

向上 

ＩＴ 

活用 
ＢＣＰ 

経営 

改善 
その他 

業 

 

種 

製造業 52 3 4 4 0 0 12 8 4 17 0

卸売業 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0

建設業 36 0 4 8 0 0 0 0 0 24 0

小売業 11 0 0 0 0 0 4 0 0 7 0

ｻｰﾋﾞｽ業 38 2 0 4 0 0 0 6 8 18 0

その他 7 0 0 0 0 0 0 0 4 3 0

計 148 5 8 16 0 0 16 14 16 73 0

 

③ 専門家活用セミナー 

経営環境が刻々と変化する中小企業等の経営課題に対応するために、必要な知識や情報の取

得を目的としたセミナーを開催した。 

・ セミナー開催回数 ４回 

セミナー名 開催時期 開催場所 参加人数 

インスタグラム活用セミ

ナー 

令和５年１０月 ３日 郡山市 ３３名 

令和５年１０月２４日 郡山市 ３１名 

令和５年１１月１５日 郡山市 ２４名 

令和５年１２月 ６日 郡山市 ２６名 

 

④ ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援 

自然災害等の緊急事態発生時に事業継続や早期復旧をするため、専門家派遣制度を活用し、

中小企業等の計画策定を支援した（４企業１６回）。 

 

指 標 実 績 計 画 
重点 経営課題の解決件数（件）     ５０     ７４

活動 
相談件数（件）    ７５９    ７５０

専門家派遣件数（件）    １４８    ２５０

メールマガジン配信件数（件） ３６，１７８ １２，０００

 
 

(２)  よろず支援拠点事業（中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業） 

 ［９０，５５８千円（東北経済産業局受託金）］ 

 専門的な知見を有するコーディネーターを設置し、売上拡大や経営改善等の様々な経営相談に

対応した。個々のコーディネーターが専門性の高い経営アドバイスを行ったほか、必要に応じてチ
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ームを組成し総合的な支援を提供した。また、相談内容に応じた適切な支援機関の紹介や、経営課

題に対応した支援機関による相互連携のコーディネートも行った。 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 経営課題の解決件数（件）    ６７０    ４６０ 

活動 
相談件数（件） 

（国の評価対象となった年換算値） 

 ３，７８２

（ ６，８１２） 

２，７０１ 

（１０，５００）

 
〇 業種別相談件数  

業種 件数 割合(%) 

サービス業 815 21.5

宿泊業・飲食業 682 18.0

製造業 630 16.7

小売業 452 12.0

建設業 301 8.0

農業・漁業・林業 248 6.7

医療・福祉 177 4.7

卸売業 126 3.3

情報通信業 18 0.5

運輸業 12 0.3

金融業・保険業 7 0.2

不動産業・物品賃貸業 1 0.0

電気・ガス・熱供給・水道業 1 0.0

その他 172 4.6

不明 140 3.7

合計 3,782 100.0

 

 

 

(３)  事業承継・引継ぎ支援事業 

① 事業承継・引継ぎ支援センター事業 [９３，８３５千円（東北経済産業局受託金）] 

事業承継ニーズのある中小企業等の掘り起こしから、後継者不在中小企業等への事業引継ぎ

支援、親族内承継に係る外部専門家等を活用した課題解決に向けた支援を行い、事業承継・引継

ぎ支援をワンストップで実施した。 

  

〇 課題別相談件数  

課題 件数 割合(%)

売上拡大 1,860  49.2

経営改善・事業再生 1,298  34.3

創業 481 12.7

成長志向企業伴走支援 59   1.6

事業承継 52  1.4

廃業 31  0.8

再チャレンジ 1  0.0

合計 3,782 100.0

〇 課題別解決件数 

課題 件数 割合(%)

売上拡大 360  53.7

経営改善・事業再生 238  35.5

創業 58     8.7

事業承継 7    1.0

廃業 7    1.0

合計 670 100.0
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② 事業承継支援人材育成事業 ［２，４５３千円（福島県受託金）］ 

中小企業等にとって身近な相談窓口である商工団体、金融機関等の中小企業支援担当者に事

業承継の研修を実施することにより、相談対応ができる人材を育成し、支援体制の強化を図っ

た。 

また、税理士が事業承継の相談に積極的に関与できるようにするため、事業承継に実績のあ

る税理士から知識やノウハウを伝授する税理士向け研修を実施した。 

 

中小企業支援担当者育成研修会の開催 １回 

事業承継税制等支援者養成研修会の開催  ４回 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 成約件数（件）  ２９  ４０ 

活動 
相談事業者件数（件） １７９ ２２０ 

税理士による専門家派遣件数（件）   ０  １０ 
 

 

(４)  プロフェッショナル人材戦略拠点事業 ［４２，８７８千円（福島県受託金）］ 

 地域の中小企業等の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起し、プロフェッショナル人材の活

用による企業の経営革新の実現を促すとともに、地方への人材還流、集積を促進するため、地域金

融機関や地元経済団体、民間人材紹介会社などと連携し、中小企業等の人材確保を支援した。 

・ 訪問企業数    ２４２社 

・ 地域協議会開催回数  ４回 

・ セミナー開催回数   ４回 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 成約件数（件）  ５８   ４０ 

活動 相談件数（件） ２４２ ２４０ 
 

〇 相談件数（業種別内訳） 
製造業 建設業 卸・小売業 宿泊・飲食業 サービス業 運輸業 その他 

１２７件 ２４件 ２３件 ４件 ３６件 １件 ２７件

 
〇 成約件数（業種別内訳） 

製造業 建設業 サービス業 情報通信業

３１件 ３件 ２３件 １件
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(５)  デジタル化促進支援事業 ［４９８千円（自己財源）］ 

 中小企業等のデジタル化の普及啓発セミナーを実施することで、企業経営層の意識改革を促す

とともに、デジタル化による競争力の強化や生産性向上のため、経営支援プラザやよろず支援拠点

による相談対応や専門家派遣、さらには設備投資の支援などの総合的な支援を行った。 

 

セミナーテーマ 開催時期 参加人数 開催場所 

中小企業におけるChatGPTの活用 令和６年２月 ６日 １１７名 福島市 

ＤＸ・ＡＩ体験セミナー 令和６年２月２９日   ５名 郡山市 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 デジタル化関連の相談件数（件） ５３０ ５００ 

活動 セミナー受講者数（人） １２２  ５０ 
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Ⅲ より確かな経営基盤強化への支援 

1  設備投資の支援 

(１)  機械貸与事業 

① 機械貸与事業 ［２０６，２０４千円（福島県借入金）］ 

中小企業等が経営基盤の強化を図るために必要な設備投資について、割賦販売又はリース取

引により機械設備類を貸与した。 

○ 実績                           （金額単位：千円、比率：％） 

   項 目 

年 度 
貸与枠 

申    込 決     定 決  定  率 

件数 金額 件数 金額 件数比 金額比 

令和５年度実績 1,000,000 25 327,111 17 206,204 68.0 63.0

内 

訳 

割 賦 800,000 16 217,327 11 121,800 68.8 56.0

リース 200,000 9 109,784 6 84,404 66.7 76.9

 

○ 業種別貸与状況           （金額単位：千円、比率：％） 

項 目 

業 種 

令和５年度実績 構成比 

件数 金額 件数 金額

製造業 8 106,965 47.0 51.9 

宿泊業、飲食サービス業 2 4,450 11.8 2.1 

卸売業、小売業 1 10,680 5.9 5.2 

建設業 4 52,189 23.5 25.3 

運輸業、郵便業 2 31,920 11.8 15.5 

合  計 17 206,204 100.0 100.0 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 設備投資件数（件） １９ ４０ 

活動 
申込件数（件） ２５ ５０ 

決定件数（件） １７ ４０ 

 

② 設備貸与事業 

小規模事業者等が経営基盤の強化を図るために必要な設備投資について、割賦販売及びリー

ス取引により貸与する事業。 平成２６年度で新規貸与は終了しており、その債権管理を行った。 
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2  取引先の拡大支援 

(１)  取引先拡大支援事業 

① 下請中小企業振興事業 

［３９，１２４千円（うち福島県補助金：３７，３４６千円、企業負担金：１，７７８千円）］ 

県内及び首都圏等に所在する企業の訪問や各種アンケート調査等により、企業間取引に関す

るタイムリーな情報収集と適切な紹介あっせんを実施するとともに、発注する企業と受注する

県内企業が一堂に会する商談会等を開催することにより、取引の拡大に向けた支援を行った。 

 

項 目 内容等 実績 

ア 取引情報 

提供事業
 

ア 取引あっせん企業巡回 

 

 

 

あっせん件数 1,426 件

あっせん成立件数 94件

新規登録企業数 10社

イ 商談会等開催事業 

 

2023 福島広域商談会 

     〈 対面式 〉      〈 オンライン形式 〉 

 開 催 日：令和5年 7月 26日    8月 2日 

 開催場所：ビッグパレットふくしま  － 

 参加企業：発注82社        発注12社 

受注 161社        受注 32社 

1回

2023 宮城・山形・福島合同商談会 

 開 催 日：令和5年11月 21日 

 開催場所：東京ファッションタウンビル（東京都江東区） 

 参加企業：発注47社、福島県内受注 61社 

1回

ウ 受発注情報等収集提供事業 

 

発注ニーズ調査（4月） 1回

下請企業取引状況調査（11月） 1回

主要企業発注動向調査（11月） 1回

登録企業動向把握分析調査（6月、9月、12月、3月） 4回

イ 窓口相談 

        事業 

顧問弁護士の設置、随時 

※ かけこみ寺相談件数 157件 

 

② 輸送用機械関連産業集積育成事業 

［２，２５７千円（うち福島県補助金：２，０２３千円、企業負担金：２３４千円）］ 

輸送用機械関連産業の集積・育成を図るため、ネットワークの構築に向けた協議会や特定メ

ーカーとの展示商談会等を開催することにより、技術力や提案力の向上及び販路拡大に向けた

支援を行った。 
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項 目 内容等 実積 

ア 輸送用機械関連産業

協議会事業 

協議会総会及びセミナー等の開催 

総 会：令和 5年8月 3日（書面開催） 

講演会・交流会 

開 催 日：令和 6年2月 15日 

開催場所：グリーンパレス福島（福島市） 

参加者数：54名（講演会）、42名（交流会） 

※講演会は、次世代自動車技術関連企業支援事業にて

開催 

1回

イ とうほく自動車産業

集積連携事業 

とうほく・北海道 新技術・新工法展示商談会 

開 催 日：令和 6年1月 25日～26日 

開催場所：トヨタ自動車㈱「本館ホール」 

（愛知県豊田市） 

出展者数：県内企業７社（8道県出展者総数 84社） 

来場者数：1,108人（2日間計） 

1回

 

③ 次世代自動車技術関連企業支援事業 

［２２，６７６千円（うち福島県受託金：２１，７３６千円、企業等負担金：９４０千円）］ 

県内主要産業である自動車関連産業において、次世代自動車技術等への対応力を強化するた

め、専門家の派遣やセミナーを開催した。また、企業間連携や販路拡大を図るために、商談会や

特定メーカーでの展示商談会の開催、大規模展示会への出展支援を行った。 

 

ア 専門家派遣支援の実施 

事業名 派遣先 回数 
産業振興アドバイザー事業 3 社 計 12 回

次世代自動車技術等対応支援事業 4 社 (専門家派遣+マッチング) 計 15 回

 

イ 展示商談会の開催 

催事名 開催日 開催場所 等 出展者数 
2023 年度福島県自動車関連 

技術展示商談会 in DAIHATSU 

令和 5 年 
11 月 30 日

 

ダイハツ工業㈱ 
（大阪府池田市） 
来場者数：178 名 

14 社

 

 

ウ 大規模展示会への出展支援 

催事名 開催日 開催場所 出展者数 
オートモーティブワールド

2024 
令和 6 年 

1 月 24 日

～26 日

東京ビッグサイト 
（東京都江東区） 

6 社
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エ 商談会の開催 

催事名 開催日 開催場所 参加者数 
ふくしま企業連携取引商談会 令和 6 年 

2 月 22 日

ビッグパレットふくしま

（郡山市） 
発注 31 社

受注 64 社

 

オ セミナーの開催 

催事名 開催日 開催場所 参加者数 

次世代自動車産業セミナー 

※再掲 

令和 6 年 

2 月 15 日

グリーンパレス福島 

（福島市） 

54 名

 

指 標 実 績 計 画 

重点 取引あっせんによる成約件数（件）    ９４    ９２ 

活動 取引あっせん件数（件） １，４２６ １，５００ 
 

 

(２)  上海拠点運営事業 ［３２，２０４千円（福島県受託金）］ 

 県内企業が中国に進出する際の仲立ち支援や中国人観光客の本県への誘致、さらにはアジア地

域への県産品販路拡大に向けた各種支援を行った。 

 

来訪者数 142 名（うちミッション団 0 名） 

便宜供与（仲介・斡旋等） 122 件 
送客件数 2 組 42 名 
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3  被災事業者等の資金支援 

(１)  被災中小企業施設・設備整備支援事業 

 東日本大震災及び令和３年・令和４年福島県沖地震、並びに令和元年台風第１９号等により被害

を受けた中小企業者等が、施設・設備の整備に必要な資金について、長期・無利子の貸し付けを行

った。 

① 東日本大震災及び令和３年・令和４年福島県沖地震関連 

  ［当初貸付枠：  ９，０００，０００千円（福島県借入金）、 

  事務費充当基金：７，２６４，０００千円（福島県借入金）、 

  事業費：       ２１，６２４千円（事務費充当基金の運用益）］ 

 

○ 実績                                 （単位：千円、％） 

    項 目 

 年 度 

申 込 決 定 決定率 

件数 金 額 件数 金 額 件数比 金額比 

令和５年度実績 6 213,500 6 553,500   

累 計 295 10,766,358 223 7,944,299 75.6 73.8

 

○ 業種別貸付決定状況               （単位：千円、％） 

      項 目 

 

業 種 

累 計 
構成比 

(件数) 件数 金 額 

製造業 86 3,191,300 38.6 

宿泊業、飲食サービス業 46 1,660,400 20.6 

卸売業、小売業 37 1,079,724 16.6 

生活関連サービス業、娯楽業 19 582,500 8.5 

建設業 14 757,700 6.3 

運輸業、郵便業 7 72,375 3.1 

不動産業、物品賃貸業 5 200,000 2.2 

教育、学習支援業 2 86,700 0.9 

医療、福祉 2 31,500 0.9 

複合サービス事業 1 138,500 0.5 

サービス業（他に分類されないもの） 4 143,600 1.8 

合  計 223 7,944,299 100.0 
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② 令和元年台風第１９号等関連 

  ［当初貸付枠：１，２５０，０００千円（福島県借入金）、 

   事業費：      １，４２５千円（独立行政法人中小企業基盤整備機構助成金）］ 

 

○ 実績                               （単位：千円、％） 

    項 目 

 年 度 

申 込 決 定 決定率 

件数 金 額 件数 金 額 件数比 金額比 

令和５年度実績 0 0 0 0   

累 計 6 131,200 5 109,700 83.3 83.6

 

○ 業種別貸付決定状況                （単位：千円、％） 

      項 目 

 

業 種 

累 計 
構成比 

(件数) 件数 金 額 

製造業 3 69,700 60.0 

卸売業、小売業 1 30,000 20.0 

サービス業（他に分類されないもの） 1 10,000 20.0 

合  計 5 109,700 100.0 

 

 

(２)  原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」貸付事業 

［当初貸付枠：  ３９，３３０，０００千円（福島県借入金）、 

 事務費充当基金：３１，１００，０００千円（福島県借入金）、 

 事業費：        ７１，０５５千円（事務費充当基金の運用益）］ 

① 移転資金（Ａ資金） 

原子力発電所事故により、「特定区域」に事業所を有し、移転を余儀なくされた中小企業等に

対し、県内の移転先において事業を継続・再開するために必要な資金の貸し付けを行った。 

 

○ 実績                                 （単位：千円、％） 

項 目 

年 度 

申 込 決 定 決定率 

件数 金額 件数 金額 件数比 金額比 

令和５年度実績 0 0 0 0  

累 計 617 13,463,831 567 11,985,790 91.9 89.0

 

○ 業種別資金貸付状況         （単位：千円、％） 

項 目 

業 種 

累 計 構成比

(件数)件数 金額 

製造業 75 1,701,800 13.2

鉱業 2 60,000 0.4

建設業 224 5,100,480 39.5
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物品販売業 129 2,588,500 22.8

運送・倉庫業 18 461,800 3.2

サービス業 111 1,937,210 19.5

不動産業 5 81,000 0.9

その他 3 55,000 0.5

合 計 567 11,985,790 100.0

※ 業種は保証協会の保証対象業種区分による。 

 

② 継続再開資金（Ｂ資金） 

原子力発電所事故により、「特定区域」に事業所を有し、区域解除後、当該区域にて事業を継

続・再開する中小企業等に対して必要な資金の貸し付けを行った。 

 

○ 実績                                   （単位：千円、％） 

項 目 

年 度 

申 込 決 定 決定率 

件数 金額 件数 金額 件数比 金額比 

令和５年度実績 2 60,000 2 60,000  

累 計 405 4,662,662 358 3,660,146 88.4 78.5

 

○ 業種別資金貸付状況        （単位：千円、％） 

項 目 

業 種 

累 計 構成比
(件数)件数 金額 

製造業 52 657,900 14.5

鉱業 3 60,000 0.9

建設業 82 891,438 22.9

物品販売業 111 891,648 31.0

運送・倉庫業 13 229,000 3.6

サービス業 87 877,660 24.3

不動産業 9 49,000 2.5

その他 1 3,500 0.3

合 計 358 3,660,146 100.0

※ 業種は保証協会の保証対象業種区分による。 

 

③ 再開展開資金（Ｃ資金） 

被災１２市町村に事業所を有し、「福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金」の交付を

受けて、県内、県外において事業を再開・展開する中小企業等に対して必要な資金の貸し付けを

行った。 
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○ 実績                                 （単位：千円、％） 

項 目 

年 度 

申 込 決 定 決定率 

件数 金額 件数 金額 件数比 金額比 

令和５年度実績 1 10,500 1 9,000  

累 計 28 203,840 21 163,001 75.0 80.0

 

○ 業種別資金貸付状況        （単位：千円、％） 

項 目 

業 種 

累 計 構成比
(件数)件数 金額 

製造業 1 9,000 4.8

鉱業 0 0 0.0

建設業 7 49,327 33.3

物品販売業 8 62,314 38.1

運送・倉庫業 0 0 0.0

サービス業 4 36,360 19.0

不動産業 0 0 0.0

その他 1 6,000 4.8

合 計 21 163,001 100.0

※ 業種は保証協会の保証対象業種区分による。 

 

 

(３)  自立・帰還支援雇用創出企業立地補助事業基金管理事業 

［基金造成額 １１６，９９１，２４９千円］  

［基金額    ８０，５８１，４６３千円：経済産業省補助金（長期預かり基金）］ 

［事業費       １９３，９７７千円（基金取崩し益）］ 

 基金設置法人として適切な基金管理を行い、被災者の「働く場」を確保し今後の自立・帰還を加

速させるため、避難指示区域等を対象に工場等の新増設を行う企業を支援し、雇用の創出及び産業

集積を図るとともに、住民の帰還や産業の立地を促進するため商業機能の回復を進めた。 

 

【令和５年度中に行った公募】 

事業種別 公募期間 採択／応募 採択額 

製造・サービス業等立地支援事業 R5.4.7-R5.7.7 13件/34件 16,644,065千円

商業施設等復興整備補助事業 R5.4.19-R6.3.29 3件/3件 1,152,754千円

地域経済効果立地支援事業 R5.4.7-R5.7.7 0件/5件 0千円
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【令和５年度末までの累計】 

事業種別 採択／応募 交付決定
補助金 

支払件数 
補助金支払額 

製造・サービス業等立地支援事業 167件/331件 124件 64件 32,576,974千円

商業施設等復興整備補助事業 13件/13件 12件 8件  2,778,688千円

サプライチェーン対策投資促進事業 3件/3件 3件 1件    194,200千円

地域経済効果立地支援事業 9件/25件 8件 0件          0千円

  
 

(４)  被災中小企業災害復旧資金利子補給助成事業 ［７４千円（(独)中小企業基盤整備機構助成金）］ 

 （株）日本政策金融公庫及び（株）商工組合中央金庫が行う「東日本大震災復興特別貸付」によ

り借入を行った中小企業等のうち、地震・津波等により事業所が全壊又は流失した中小企業等や、

「警戒区域」等として公示されたことがある区域内の中小企業等を対象として、支払った利子（融

資後３年間）に係る助成を行った。 

 

利子補給件数 ２２件

交付額 ３４千円

 

 

(５)  新型コロナウイルス対策利子補給支援事業 ［６６，６７０千円（福島県受託金）］ 

 福島県が創設した中小企業制度資金「新型コロナウイルス対策特別資金（実質無利子型）」の融

資を受けた中小企業等を対象として、当初３年間の約定利子を補助する県の利子補給金について、

交付申請書の受付並びに要件確認及び書類審査等を実施した。 

・ 受付件数 ２３，３０７件 
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Ⅳ 変革の時代を乗り切る人材育成・確保支援 
1  産業人材の育成・確保支援 

(１)  産業人材育成支援事業  

 ［１１，７８８千円（うちふくしま産業応援ファンド助成金：１，０００千円、 

受講料：７，１００千円、自己財源：３，６８８千円）］ 

① 経営力育成講座 

中小企業等を対象に、新商品開発など開発型・提案型企業への転換や経営の向上、経営革新を

図るためのセミナーを開催し、企業を取り巻く経営環境に対応できる人材育成を支援した。 

 

テーマ 開催時期 参加人数 開催場所 

管理会計 令和５年 ７月２１日 １８名 福島市 

人事評価制度 
令和５年 ９月１３日 

令和５年 ９月２０日 
６名 福島市 

人材定着のための採用・育成 
令和５年１０月 ４日 

令和５年１０月１１日 
５名 福島市 

中間管理職のレベルアップ講座 
令和５年１１月 ７日 

令和５年１１月１４日 
１０名 福島市 

マーケティング 
令和６年 ２月 １日 

令和６年 ２月 ８日 
２０名 福島市 

 

② 経営実践セミナー 

製造業を営む中小企業等を対象に、現場改善等に資する基礎的な内容のセミナーを開催した。 

 

セミナー名 開催時期 参加人数 開催場所 

製造業新入社員セミナー 令和５年 ７月１３日 ３４名 福島市 

５Ｓセミナー 令和５年１１月２２日 ２６名 福島市 

５Ｓ実践工場見学 令和５年１２月 ５日 ８名 喜多方市 

 

③ 企業経営トップセミナー 

デジタル化等の新たな事業環境の変化に応じたテーマについて、中小企業等の経営者層への

普及啓発に向けたセミナーを開催した。 

 

セミナー名 開催時期 参加人数 開催場所 

中小企業におけるＣｈａｔＧＰＴの活用 令和６年２月６日 １１７名 福島市 

 

④ 製造中核人材育成セミナー 

福島県ハイテクプラザと連携して、製造業における中核的な役割を担う人材の「養成研修」を

実施した。 
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コース 回数 参加人数 テーマ 

技術研修 １４回 ２４９名 

CAD/CAE、製品含有化学物質管理、測定工具取扱

い基礎、化学物質管理・法規制、異物解析、残留

応力測定、超音波洗浄と洗浄度評価 等 

ＩＳＯ研修 １２回 ２１１名 

ISO9001、ISO14001   

基礎セミナー、内部監査員養成セミナー 

ブラッシュアップセミナー  

一般研修  ３回  ４９名 
なぜなぜ分析、ＤＸ・ＡＩ体験 

合計 ２９回 ５０９名  

 

⑤ 専門家活用セミナー（再掲） 

経営環境が変化する中小企業者等の経営課題に対応するために、必要な知識、情報の取得を

目的としたセミナーを開催した。 

 

⑥ 講演会の開催 

セミナー名 開催時期 開催場所 

一般財団法人とうほう地域総合研究所 

「定期講演会」 

令和５年９月２１日 

令和６年３月２７日 

福島市 

郡山市 

福島県電子機械工業会 
「産学官交流のつどい」 

中止 － 

 
指 標 実 績 計 画 

重点 受講者からの肯定的評価（％） ９６．５ ９０．０ 

活動 
セミナー実施回数（回）   ４２   ３８ 

セミナー受講者数（人）  ８６７  ６９０ 

 
 

(２)  プロフェッショナル人材戦略拠点事業（再掲） ［４２，８７８千円（福島県受託金）］ 

 地域の中小企業等の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起し、プロフェッショナル人材の活

用による企業の経営革新の実現を促すとともに、地方への人材還流、集積を促進するため、地域金

融機関や地元経済団体、民間人材紹介会社などと連携し、中小企業等の人材確保を支援した。 

 

 

2  デジタル化の促進支援事業 

(１)  デジタル化促進支援事業（再掲） 

 中小企業等のデジタル化の普及啓発セミナーを実施することで、企業経営層の意識改革を促す

とともに、デジタル化による競争力の強化や生産性向上のため、経営支援プラザやよろず支援拠点

による相談対応や専門家派遣、さらには設備投資の支援などの総合的な支援を行った。 
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Ⅴ 公の施設の管理運営による多様な交流の促進 

1  公の施設の管理運営 

(１)  福島県産業交流館（ビッグパレットふくしま）の管理運営 

 指定管理者として、館の貸出しと維持管理を行った。 

 コロナ禍に伴い利用者等に求めてきた様々な行動規制について、国の基本的対処方針の廃止（令

和５年５月８日）と同時に全廃し、通常の利用環境の中で業務を推進した。 

 併せて、各種広報媒体を使った館と催事のＰＲ、県内外での営業活動、開館２５周年記念事業（新

聞広告、写真ポスター展）、ポータブルステージ更新など設置者の業務を補完する設備等の更新・

小規模修繕に取り組んだ。 

① 管理運営に関する業務 

・ 展示系 ２３９件  会議系 ９４７件  合計 １，１８６件 

・ 来館者数 ３７６，２７２名  開館からの累計 １６，８９７，１３８名 

 

② 利用促進等に関する業務 

・ リピーター等への営業 ４１７先 

・ 郡山コンベンションビューローとしての首都圏営業 ４８先 

 

③ 自主企画事業 

イベント開催に係る利用促進交付金の交付、開館 25周年記念事業、ポータブルステージの更

新、予約管理システムの改修、フリースペースの開設準備など 

 

指 標 実 績 計 画 

重点 
多目的展示ホールの施設稼働率（％） ４１．０ ５１．５ 

コンベンションホールの施設稼働率（％） ５５．２ ７４．４ 

活動 全国、東北規模の大会及び学会開催件数（件）    ５    ６ 

 

 

(２)  福島県中小企業振興館・福島市産業交流プラザ（コラッセふくしま会議室） 

 指定管理者として、感染症対策にも適時適切に対応しながら、施設や設備の維持管理からイベン

ト・会議等での貸出し及び使用料の徴収に関する業務を実施した。 

 また、アトリウム等の活用による県民参加型及び産業振興型の賑わいイベントの定着化を図る

とともに館内関係団体との情報交換を行うことにより、利用者の利便性向上に努めた。 

① コラッセふくしま内の会議室等貸出業務 

イベント系１４４件 会議系１,７２４件 合計１,８６８件 

 

② コラッセふくしま賑わい創出促進業務 １３６件 

 

③ コラッセふくしまに入居する各団体の連携に関する業務 

コラッセふくしま入居団体による情報交換会を１１回開催した。 
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指 標 実 績 計 画 

重点 

福島県中小企業振興館の施設稼働率（％） ４７．８ 

（５０．６） 

６１．３ 

福島市産業交流プラザの施設稼働率（％） ６２．４ ６９．９ 

※ 実績値のかっこ書きは、工事により貸出ができなかったところを除いた値 

 

 

(３)  福島県ハイテクプラザ（一部）の管理運営 

 指定管理者として適正な施設管理を行うとともに、施設・設備等の貸出しとその使用料の徴収に

関する事務を実施した。 

 

多目的展示ホール利用件数  ６５件 

テクノホール利用件数  １５件 

研修室利用件数 １１０件 

技術開発室利用件数 １１６件 
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第４ 庶 務 

１ 評議員会・理事会関係 

年月日 項          目 

5 .  4 . 1 

 

 

 

 

5 .  5 . 8 

 

 

5 .  5 . 1 9 

 

 

 

5 . 6 . 9 

 

 

 

 

 

 

5 .  6 . 2 6 

 

 

 

 

 

 

5. 11.14 

 

 

 

 

 

6 .  3 . 1 2 

 

 

 

○ 令和５年度第１回理事会（決議の省略の方法） 
   報告事項 

（１）理事の選任について 
決議事項 
（１）理事長及び専務理事の選定（案）について 

○ 令和５年度第２回理事会（決議の省略の方法） 

   決議事項 

（１）令和５年度（第６６期）第１回評議員会の招集について 
○ 令和５年度第１回評議員会（決議の省略の方法） 

決議事項 

（１）評議員の選任（案）について 

（２）理事の選任（案）について 

○ 令和５年度第３回理事会 

   決議事項 

（１）令和４年度（第６５期）事業報告（案）及び決算（案）について 

（２）令和５年度（第６６期）事業計画の変更（案）及び収支予算の補正（案）

について 

（３）令和５年度（第６６期）会計監査人の報酬（案）について 

（４）令和５年度（第６６期）第２回評議員会の招集について 

○ 令和５年度第２回評議員会 
報告事項 
（１）令和４年度（第６５期）事業報告及び決算について 
（２）令和５年度（第６６期）事業計画の変更及び収支予算の補正について 
決議事項 
（１）評議員の選任（案）について 
（２）理事の選任（案）について 

○ 令和５年度第４回理事会 
決議事項 
（１）令和５年度（第６６期）事業計画の変更（案）及び収支予算の補正（案）

について 
報告事項 
（１）令和５年度（第６６期）業務遂行状況について 

○ 令和５年度第５回理事会 
決議事項 
（１）令和５年度（第６６期）事業計画の変更（案）及び収支予算の補正（案）

について 
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6 .  3 . 2 8 

 

 

 

 

 

 

（２）令和６年度（第６７期）事業計画（案）及び収支予算（案）について 
（３）令和５年度（第６６期）第３回評議員会の招集について 

○ 令和５年度第３回評議員会 
   報告事項 
   （１）令和５年度（第６６期）事業計画の変更及び収支予算の補正について 
   （２）令和６年度（第６７期）事業計画及び収支予算について 

決議事項 
（１）評議員の選任（案）について 
（２）令和６年度常勤役員の報酬等額（案）について 

 
２ 監査関係 

年月日 項          目 

5.  6.  6 

 

 

5 .  6 .  6 

 

 
5 .  9 . 1 9 

 ～  9．20 

5 . 1 2 .  5 

 

○ 会計監査人による監査 
令和４年度（第６５期）貸借対照表、正味財産増減計算書、キャッシュフロー 

計算書及び附属明細書並びに財産目録について 

○ 監事による監査 

令和４年度（第６５期）事業報告書、貸借対照表、正味財産増減計算書、 
キャッシュフロー計算書及び附属明細書並びに財産目録について 

○ 福島県による監査 

令和５年度財政支援団体等に係る事務局監査 

○ 福島県による監査 

令和５年度財政支援団体等に係る福島県監査委員による監査 

 

３ 役員等の異動 

年月日 項          目 

 
5 .  5 . 1 9 

5 .  5 . 2 6 

5 .  6 . 2 6 

5 . 1 1 . 1 9 

6 .  3 . 2 8 

○ 評議員の異動 

選任 松本 雅昭 

辞任 畠 利行 

選任 井出 孝利 

辞任 佐藤 義憲 

選任 佐藤 郁雄 

 

5 .  4 .  1 

5 .  5 . 1 9 

5 .  5 . 3 1 

5 .  6 . 2 6 

6 .  3 . 3 1 

○ 理事の異動 

   選任 宇佐見 明良 

選任 長根 由里子 

辞任 石本 健 

選任 金子 市夫 

辞任 長根 由里子 

 

6 .  3 . 3 1 

○ 監事の異動 

   辞任 早坂 一美 
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事業報告の附属明細書 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４条第３項に規定する附属明細書「事業

報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないため、作成を省略する。 
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